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要　旨

「ビジネス日本語」を「ビジネス場面での
日本語によるコミュニケーション」と捉え、
高コンテクスト文化である日本でのビジネス
コミュニケーションにおいて、言葉の背景に
ある価値観や慣習などを理解し、なぜその表
現を使用するのかを知ることが重要であると
考えている。しかし「ビジネス日本語」の定
義、領域については明確にされておらず、共
通認識がなされていない状態である。他大学
の「ビジネス日本語」のシラバスを検索、調
査した結果、就職活動関係の項目を取り扱う
が、授業内での割合は多くないこと、場面シ

ラバスを取り入れる傾向があるという2点が
明らかになった。つまり、就職活動をビジネ
ス日本語の領域に含むが、入社後の「ビジネ
ス場面」をより意識していることがわかった。

１　はじめに

筆者は2015年度から所属大学の外国人留学
生対象の「ビジネス日本語」科目を担当して
いる。日本社会でのビジネスマナーを学ぶこ
と、そして、社内外での様々なビジネス場面
において適切な発話ができ、コミュニケー
ションがとれるようになることを到達目標と
し、シラバスを構成した。「ビジネス日本語」
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を外国人留学生対象の「ビジネス場面での日
本語によるコミュニケーション」と捉え、高
コンテクスト文化である日本での利害が絡む
ビジネスコミュニケーションにおいて、言葉
の背景にある価値観や慣習などを理解し、な
ぜその表現を使用するのかを知ることが重要
であると考えていたからである。しかし、こ
の「ビジネス日本語」の定義や領域について
は明確にされておらず、共通認識がなされて
いないのが現状である。

本稿では、まず外国人留学生の現状（留学
生数の推移や就職率など）を整理する。そし
て、教員の授業目的、学習者に修得させるべ
き内容や具体的な授業計画などが簡潔に提示
されているシラバスを閲覧し、大学教育にお
いて行われている外国人留学生対象「ビジネ
ス日本語」科目の教育内容について調査する
ことで、当該授業担当教員の「ビジネス日本
語」に対する認識を探り、定義、領域を考察
する。

２　外国人留学生に関する現状

２－１　外国人留学生数の推移
日本の留学生受入れ政策には、1983年の

「留学生10万人計画」がある。この計画は、
21世紀初頭には留学生の受入れ数を10万人に
増加させることを目標に掲げ、「教育」「友
好」「国際協力」のための留学生受け入れを
推進するもので、2003年に達成された。さら
に、2008年には「留学生30万人計画」が新た
な留学生政策として立案された。この計画
は、「日本を世界により開かれた国とし、ア
ジア、世界の間のヒト・モノ・カネ、情報の
流れを拡大する『グローバル戦略』を展開す
る一環として、2020年を目途に30万人の留学
生受入れを目指すもの」1 ）であり、大学等
の教育研究の国際競争力を高め、優れた留学

生を戦略的に獲得することをねらいとしてい
る。

独立行政法人日本学生支援機構（以下
JASSO）の調査（2017）2 ）によると、2012
年には外国人留学生数の減少が見られたが、
留学生30万人計画が立案された2008年の12
万3,829人から2016年には23万9,287人と 8 年
間で約115,000人増加している。そのうち、
71.5％の外国人留学生が高等教育機関に在籍
している。

２－２　外国人留学生の就労状況
表 1 3 ）は、2015年度卒業（修了）留学生

の進路状況を示している。全体の73.3％と多
くの留学生が日本国内で就職、もしくは進学
をしている。また、日本国内で就職した外国
人留学生の最終学歴は、大学（学部）卒業者
が39.7％の4,654人と最も多く、次いで、大学
院修士課程修了者が33.9％の2,917人であり、
就職者の半数以上であることがわかる。

図 1 4 ）～10）は、専修学校等の卒業者数、日
本国内の就職人数と就職率を示している。
2008年から2009年にかけて就職率が低下して
いるが、これはリーマンショックの影響であ
ると考えられる。それ以降は毎年上昇してお
り、2015年における外国人留学生の日本での
就職率は30.1％、12,325人と過去最高の人数
である。

海外ビジネスに関心が高い日本企業（本
社）に対して行った日本貿易振興機構（以下
JETRO）による「2016年度日本企業の海外
事業展開に関するアンケート調査～ JETRO
海外ビジネス調査～11）」（2017）では、外国
人を雇用している企業は46.0％、現在雇用は
していないが、今後、採用を検討したいと
する企業は21.9％であった。つまり、約 7
割の企業が外国人の雇用もしくは採用を考
えているのである。外国人社員の採用・雇
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表 1 　外国人留学生進路状況
（独）日本学生支援機構「平成27年度外国人留学生進路状況・学位授与状況調査結果」（2017）を基に作成

学種
日本国内 日本国内以外

小計 不明 卒業（修了）
留学生総数就職 進学 その他 計 就職 進学 その他 計

博士課程
539 75 689 1,303 796 18 599 1,413 2,716

268 2,984
19.8% 2.8% 25.4% 48.0% 29.3% 0.7% 22.1% 52.0% 100.0%

修士課程
2,917 1,474 1,048 5,439 1,079 138 1,957 3,174 8,613

572 9,185
33.9% 17.1% 12.2% 63.1% 12.5% 1.6% 22.7% 36.9% 100.0%

専門職
学位課程

257 18 128 403 131 13 201 345 748
65 813

34.4% 2.4% 17.1% 53.9% 17.5% 1.7% 26.9% 46.1% 100.0%

大学（学部）
4,654 2,081 1,294 8,029 992 278 2,423 3,693 11,722

801 12,523
39.7% 17.8% 11.0% 68.5% 8.5% 2.4% 20.7% 31.5% 100.0%

短期大学
131 130 45 306 22 16 42 80 386

15 401
33.9% 33.7% 11.7% 79.3% 5.7% 4.1% 10.9% 20.7% 100.0%

高等専門学校
9 83 1 93 3 0 4 7 100

0 100
9.0% 83.0% 1.0% 93.0% 3.0% 0.0% 4.0% 7.0% 100.0%

専修学校
（専門課程）

3,725 6,658 2,160 12,543 548 47 1,252 1,847 14,390
30 14,420

25.9% 46.3% 15.0% 87.2% 3.8% 0.3% 8.7% 12.8% 100.0%

準備教育課程
93 1,746 26 1,865 37 3 299 339 2,204

13 2,217
4.2% 79.2% 1.2% 84.6% 1.7% 0.1% 13.6% 15.4% 100.0%

計
12,325 12,265 5,391 29,981 3,608 513 6,777 10,898 40,879

1,764 42,643
30.1% 30.0% 13.2% 73.3% 8.8% 1.3% 16.6% 26.7% 100.0%

図1　卒業（修了）留学生数と就職率の推移
（独）日本学生支援機構　平成20年度から平成27年度「外国人留学生進路状況・学位授与状況調査結果」（2010～
2017）を基に作成
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用において、販路の拡大や対外交渉力の向
上（JETRO,2016）12）をメリットとしており、
今後も外国人留学生の雇用が増えていくと考
えられる。
２－３　企業が求めているもの

まず、企業が外国人留学生に求めているも
のについて述べる。経済産業省委託の調査

（2012）13）によると、70.3％の企業が採用時
に「語学力（日本語）」を重視していること
が示されている。この日本語能力のレベル14）

であるが、BJT ビジネス日本語能力テスト
の J1+ レベルを希望している企業は13.7％、
J1レベルは43.4％、J2レベルは27.4％であり、
約 8 割の企業が J2レベル以上（N 1 相当）の
日本語能力を求めている。「語学力（日本語）」
に次いで多い項目は、「コミュニケーション
力」で60.4％である。日本経済団体連合会が
実施した「2016年度新卒採用に関するアン
ケート調査」（2016）15）によると、「選考にあ
たって特に重視した点」は「コミュニケー
ション力」であり、13年連続して 1 位である
ことから、多くの企業が外国人留学生と日本
人学生の双方に求めている項目であることが
わかる。反対に、外国人留学生に関しては

「出身大学」が4.2%、「大学の成績」について
は1.9% と数値が低く、重要視していない項
目であった。

次に、外国人留学生を育成する教育機関
（大学等）に企業が求める教育について述べ
る。同じく、経済産業省委託の調査（2012）
では、最も多かった項目が「日本語能力（日
常会話・読み書き）」63.9％、次いで、「日本
の企業文化への理解を促す教育」60.2％で
あった。さらに、「日本企業の基本的なビジ
ネスマナー教育」55.4％、「ビジネスシーン
で使用する高度な日本語教育」45.2％の順で
ある。基本的な日本語能力に加え、将来日本
企業で働く可能性のある外国人留学生に対し

て、日本におけるビジネス場面に関する要素
への教育が望まれていることが見られる。

３　「ビジネス日本語」

３－１　ビジネス日本語の定義、領域
企業が教育機関（大学等）に求める教育に

ついては、「日本語能力（日常会話・読み書き）」
以外に「日本企業文化への理解」「日本企業
の基本的なビジネスマナー」「ビジネスシー
ンで使用する高度な日本語教育」など、文法、
文字・語彙、読解などを取り扱う一般的な日
本語教育とは異なり、「ビジネス場面での日
本語」であることが示されていた。では、実
際の現場では、ビジネス日本語教育に関して
どのような認識が持たれ、どのような教育が
なされているのだろうか。

神吉（2016）16）はビジネス日本語教育は、
1960年代頃からあり、ビジネス日本語教育の
対象者は特に欧米出身のビジネスパーソンが
中心であったと報告している。しかし、2007
年から開始された経済産業省・文部科学省に
よるアジア人材資金構想事業が大きな転換点
となり、対象者が大学や教育機関に通う「ビ
ジネスパーソン予備軍」へと大きく変化した
と述べている。このアジア人材資金構想事業
は、「将来日本での就職を希望するアジアか
らの留学生に対し、就職のための専門教育か
ら就職支援に至るまでの教育を施し、産業界
で活躍する人材の育成を促進しよう」17）と
いう計画であり、計1,959人の留学生が参加
し、67％の留学生が日本企業に就職をしたと
報告している。以下に、アジア人材資金構想
のプログラム全体の内容を記す（表 2 ）。

アジア人材資金構想では、企業へ就職後の
ビジネス場面でのコミュニケーションを可能
とするものを「ビジネス日本語教育」、日本
企業文化に対する理解を促進するための教育
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表 2 　アジア人材資金構想　プログラム内容

内容 【具体内容例】

（��1 �）産学連携専門教育プ
ログラム（高度専門留
学生育成事業のみで実
施）

産業界が求めるスキル・ノウハウ等
を情報収集して分析・体系化し、産
業界のニーズに即した専門的な教育
プログラムを共同開発する。開発し
たプログラムをもとに民間企業技術
者による講義や企業現場における実
習等を含む実践的な専門教育を大学
にて行う。

企業技術者による講義、企業現場に
おける実習、実際に企業が取り組ん
でいるテーマの内容等、実践的な要
素を含めた教育を実施する。

（ 2 ）ビジネス日本語教育 高度な日本語運用能力をもとに、企
業へ就職後、スムーズなコミュニケー
ションや難度の高いディスカッショ
ンを可能とする日本語教育を行う。

目上、目下、社内、社外などの対人
関係によって適切な言語表現の選択
訓練を行う。ビジネスシーンを想定
したロールプレイング、社会的トピッ
クスを題材にしたディベート、専門
分野におけるディスカッション等を
チームで行い、背景を含めた相手の
主張を理解し、それに対する適切な
表現・語彙を用いた論理的な反論が
できる訓練を行う。

（ 3 ）日本ビジネス教育 日本企業文化に対する理解を促進す
るため、日本企業の仕事の進め方、
人材育成の考え方・意義等に関する
ビジネス教育をあわせて実施する。

欧米企業とは異なる日本企業の評価
処遇制度、長期雇用型の日本企業の
雇用慣行、OJT や様々な部署のロー
テーションによる人材育成、日本企
業の会社システム（稟議制度、会議
の進め方等）等の講義を行う。日本
と海外のビジネス習慣の違い、日本
で働く外国人ケーススタディ、日本
と海外の企業経営理念等について、
ディスカッションを行う。

（ 4 ）インターンシップ コンソーシアム参加企業のニーズと留学生の資質・専攻・ニーズをマッチン
グするとともに、 受入れプログラムの作成支援、インターンシップ中の進捗
確認、事後フォローアップ等を行うことで、実践的能力を効率的に習得する
インターンシップを実施する。

（ 5 ）就職支援 留学生に対して、就職活動のカウン
セリング、企業情報提供、就職ガイ
ダンス等を実施する。また、企業に
対して、留学生の受け入れ環境の整
備を支援するセミナー等を実施する。

キャリアカウンセラーを配置し、留
学生に対して、就職カウンセリング、
就職相談、ビザ手続きのサポート等
を実施。エントリーシート・履歴書
の書き方、面接の受け方・自己ＰＲ
の仕方等、就職セミナーを実施。企
業に対して、留学生の受け入れ環境
の整備を支援するセミナー等を実施。

（ 6 �）留学推進・プログラ
ム参加推進

国外・国内の大学等や、我が国企業に就職意思のある能力・意欲の高い留学
生へ本事業の広報を行う、当該プログラムへの参加を促進する。

出典：ABK 留学生メールニュース　2007年 7 月号（第68号）　財団法人アジア学生文化協会
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を「日本ビジネス教育」、そして就職活動に
関しては「就職支援」と分けている。

高見澤（1994）18）は、ビジネス日本語とは
「仕事のための日本語」と定義している。ま
た、日本漢字能力検定協会が実施する BJT
ビジネス日本語テスト19）では、測定する能
力は「ビジネス場面で必要とされる日本語コ
ミュニケーション能力」であり、具体的なビ
ジネス場面での日本語を領域としており、ア
ジア人材資金構想の「（ 2 ）ビジネス日本語
教育」にあてはまるものであると言える。近
藤（2014）20）は、「ビジネス日本語」は「敬
語」などの勉強であると狭義に捉えられるこ
とが多く、実際に行われている職場内外での
コミュニケーションや、提案書及び議事録を
作成するためのアカデミックライティングと
いった、広範囲な教育内容が理解されにく
く、誤解を招きやすい用語であるとし、日本
語を媒介語として仕事をする際に必要となる
コミュニケーション教育と位置づけ、「ビジ
ネスコミュニケーション」という用語を用
いており、ビジネス場面でのコミュニケー
ション能力であるとしている。これは、アジ
ア人材資金構想の「（ 2 ）ビジネス日本語教
育」にあてはまるものであると言える。平野
（2010）21）は、アジア人材資金構想の「（ 2 ）
ビジネス日本語教育」「（ 5 ）就労支援」にあ
てはまる内容を含む、①チーム・ティーチン
グ、②就職活動支援講座の実施、③ビジネス
パーソンとの交流機会の提供と講義の実施の
3 つを大学の「ビジネス日本語」クラスへ提
言としている。そして奥田（2017）22）は、ビ
ジネス日本語教育の射程を就活（内定）から
就職後 2 ～ 3 年としている。また、ビジネス
日本語の教育領域を、 1 つは、キャリアデザ
イン（就職活動、インターンシップなど）、
ビジネス・コミュニケーション（電話応対、
指示、依頼など）、専門技能（専門職の知識・

技術など）をコンテンツとする「就職・就業
に必要な活動」、 1 つは汎用的能力（社会人
基礎力、コミュニケーションスキルズ、学習
能力）、文化的対応力（企業文化、文化的調
整等）が含まれる「職業・職種の異同に関わ
らず必要なスキル」、 1 つは前述した 2 つの
領域の活動やスキルを下支えする日本語力の
領域で、アカデミック・ジャパニーズを基礎
とするものと、 3 つに大別している。これら
は、アジア人材資金構想の「（ 2 ）ビジネス
日本語教育」「（ 3 ）日本ビジネス教育」「（ 4 ）
インターンシップ」を含み、さらに社会人基
礎力を取り入れた広義なビジネス日本語教育
の領域を示している。また、神吉（2016）16）

は、「ビジネス日本語教育」の内容は、主に、
①就職活動に関連するビジネス日本語教育と
②企業に入ってから役立つことを想定したビ
ジネス日本語教育の 2 つの内容に分けられる
とし、さらに、ビジネス場面でよくある事柄
に関してコミュニケーションや文化理解につ
ながる能力などの育成を狙いとする「ケー
スを活用したビジネス日本語教育」、Project 
Based Learning（PBL）が代表的とされる「プ
ロジェクト型のビジネス日本語」なども挙げ、

「ビジネス日本語」を広義に捉えている。堀
井（2015）23）は、仕事をするために必要な社
会人基礎力や問題発見解決能力の育成を含め
た広義のビジネス日本語教育が必要であると
し、また就活支援もあったほうがいいと述べ
ている。粟飯原（2015）24）は仕事実務上の目
的のための日本語教育を広義の日本語、特定
の職業のための日本語教育を狭義の日本語と
定義しているが、ビジネス日本語には決まっ
たコンテンツは存在せず、ニーズに従い柔軟
に対応するべきだとしている。

このように、「ビジネス日本語」という用語
に対しての定義づけ、領域は統一されたもの
がなく、共通認識がもたれていない状況である。
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３－２ 　「ビジネス日本語」科目担当者の認識
3 － 2 － 1 　調査方法

3 － 1 で述べたように、「ビジネス日本語」
の定義、領域は様々である。では実際、高等
教育機関では、「ビジネス日本語」という科
目がどのような項目を取り入れて実施されて
いるのかを見る。

シラバスには教員の授業目的、学生に獲得
させるべき内容、具体的な授業計画などが簡
潔に提示されており、当該授業担当教員の科
目に対する認識が表れているものであると考
え、「ビジネス日本語」を科目名とするシラ
バスの授業内容を調査対象とした。

JASSO の調査（2017）2 ）により「留学生
が多い機関」として挙げられている31校につ
いて、「ビジネス日本語」をキーワードとし
シラバスをインターネットで検索した。その
結果、2017年度において「ビジネス日本語」
という用語を用いた科目（「ビジネス日本語」
以外に「ビジネスのための日本語」「インター
ンシップのためのビジネス日本語」があっ

た）を開講している大学が12校あり、前後期
など、異なる開講時期で同様の内容を開講し
ているものは削除し、15回の授業内容が公開
されている10校、19科目の授業内容を調査対
象とした（ 1 校は単位の表記が「.0」、 1 校
2 科目については単位の表記が見られなかっ
たため、計 3 科目については、単位認定の科
目であるかは不明である）。

授業内容は、面接、自己紹介、エントリー
シート、インターンシップなど、就職活動に
関する項目を「A：就職活動型」、入社後の
ビジネス場面で使用されるであろう具体的な
項目は「B：入社後型」、ガイダンス、総括、
小テストなどは含めない A・B 以外の項目、
授業概要、及び到達目標などに照らし合わせ
ても A・B の判断がつかなかった項目を「C：
その他」とした。入社後型の内容については、

「ビジネスマナー」「日本の企業文化」などの
知識面と、「電話をかける」「許可をもらう」
などの表現面でカテゴリー分けをし、表現面
では、「メール」「社内・社外文書」などの文

図 2 　授業に取り上げている項目の割合
五十音：教育機関、数字：「ビジネス日本語」科目が複数ある場合
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書系と口頭系を区別した。ただし、「メール」
は、書式に関する知識も教授内容に含まれる
と考え、表現面と知識面両方の分類に入れて
いる。

3 － 2 － 2 　結果
まず、就職活動の内容を取り入れているの

は10校中 7 校11科目であった。全実施項目数
に対する就職活動型の実施項目割合である
が、 2 割程度が 8 科目、 4 割程度が 2 科目、
8 割程度取り入れている科目が1つ見られた

（図 2 ）。具体的な内容としては、日本での就
職活動についての説明、エントリーシート、
自己分析、志望動機、企業分析、面接などの
項目である。取扱いが一番多かったのは、

「面接」で 7 科目、次いで、「エントリーシー
ト」が 4 科目、そして、「自己紹介」「自己分
析」「企業分析」が 3 科目であった。入社後
型の内容については、19科目中、17科目が待
遇表現を使用する「メール（文書）」もしく
は「電話」を取り入れていた。一般的な日本
語教育ではなく、ビジネス場面に対応したよ
り実践的な項目が取り扱われていることが見
られた。

シラバスの構成についてであるが、入社後
の項目について、「文書系－口頭系」に注目
してカリキュラムを組んでいるものが 5 科
目、そして、場面シラバス、機能シラバスな
ど、「教授方法」に注目して15回の授業を組
んでいるものが13科目あった。全体的には場
面シラバスを取り入れている科目が多かっ
た。

3 － 2 － 3 　考察
大学教育で行われている「 ビジネス日本

語」科目では、就職活動型の項目は取り入れ
られているが、全実施項目数に対する就職活
動型の実施項目割合として、半数以下が多

かった。入社後の項目については、「電話」
もしくは「メール（文書）」を多くの科目で
取り扱っており、「待遇表現」として大きく
捉え「敬語」の項目も加えると、全科目が待
遇表現に関する項目を取り入れている。ま
た、シラバスを構成する際、「文書系－口頭
系」ではなく「教授法」に着目して15回の授
業を組んでいること、さらに、機能シラバス
より場面シラバスを多く採用していることが
わかった。
「ビジネス日本語」科目担当者の認識とし

て、就職活動型を「ビジネス日本語」の領域
に含めているが、入社後型をより重要視し、
特に「待遇表現」を重要項目として扱い、そ
の中で場面シラバスが多かったことから、「ビ
ジネス場面」をより意識していると考えられ
る。

今回の調査でシラバス検索した結果、ビジ
ネス日本語のシラバスが web 上に提示され
ていたのは、31校中10校（32.3％）の教育機
関であった。BJT ビジネス日本語能力テス
トを実施している日本漢字能力検定協会によ
る「大学におけるビジネス日本語教育の実施
状況に関する調査」（2012）25）では、89校中
32校（35.9％）の教育機関でビジネス日本語
教育を実施しているという結果から見ても、
今回の調査機関数は相当であると推察でき
る。

４　まとめ

「ビジネス日本語」という用語には明確な
定義がなく、取り扱う領域も様々であるが、
ここで、「大学教育」という視点を加えてみる。

現在の日本の大学はユニバーサル化により
学生が多様化していると言われている。野中

（2014）26）は「大衆化にともなって、大学は
それまでは大学に進学しなかった層の学生た
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ちを迎えることになった。こうした状況に対
して、『学生の多様化』という表現がなされ
ることがあるが、もう少し直截に言うなら、
従来のエリート型の大学時代では進学できな
かった『学力』水準にある学生が大量に入学
しているということになる。」と述べている。
エリート型の大学を除き、大衆化した大学で
は、このような現状において大学教育の一環
として基礎教育が必要になっているというこ
とが言えるのではないだろうか。また、文部
科学省はキャリア教育を推進している。中央
教育審議会（2011）27）はキャリア教育を「一
人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な
基盤となる能力や態度を育てることを通し
て、キャリア発達を促す教育」であると定義
している。さらに、社会的・職業的自立、学
校から社会・職業への円滑な移行に必要な力
の要素は、基礎的・基本的な知識・技能、基
礎的・汎用的能力、論理的思考力、創造力、
意欲・態度及び価値観、専門的な知識・技能
で構成されるとしている。2010年には大学設
置基準が改正され、「すべての大学・短期大
学において、教育課程の内外を通じて社会
的・職業的自立に向けた指導等に取り組むた
めの体制を整えること」とし、大学教育にお
いて、キャリア教育実施を推進しており、文
部科学省の調査（2016）27）によると、実際の
教育現場では、学部段階において96.8％の大
学でキャリア教育が教育課程内で実施されて
いることが示されている。大学教育という現
場では基礎学力が求められ、またキャリア教
育についても行われているのが現状である。

日本語教育では、コースデザインをする際、
学習者のニーズやレディネス調査に基づき、
教授する内容、教授法などを選定する。「ビ
ジネス日本語」は、対象者、目的などの変化
によりその領域が柔軟に変化し、共通する定
義づけもされていない状態である。しかし、

大学教育という視点に立ち、日本人学生と外
国人留学生双方に対する教育機会の均等を考
えたとき、キャリア教育やキャリアサポート
が充実していない環境の措置以外で全学生に
対して行われているキャリア教育や就職活動
型の項目を留学生対象の単位制「ビジネス日
本語」科目に取り入れるのは逸脱しているの
ではないだろうか。つまり、充実した環境に
ある大学において、日本人学生と外国人留学
生との教育における機会均等を考えると、外
国人留学生対象の単位制「ビジネス日本語」
科目の領域は日本におけるビジネス場面で使
用される表現の背景にある価値観や慣習など
の理解を促す「ビジネス場面における日本語
によるコミュニケーション」であると考え
る。

今回は JASSO の調査により「留学生が多
い機関」として挙げられている31校を対象と
したが、今後は、JASSO が実施する日本留
学試験を大学入学試験に利用している教育機
関を調査対象とし、さらに大学教育における

「ビジネス日本語」の定義、領域を探ってい
きたい。
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